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おわりに 

 

2015年発表の国勢調査で、人口減少が初めて確認され、国立社会保障・人口問題研究

所による「日本の将来推計人口(平成29年推計)」では、2015年時点の約12,709万人の

人口が40年後に9,000万人を下回り、100年も経たないうちに5,000万人ほどに減ると

いう推計が出された。これは、40年後に滋賀県民と京都府民がほぼ消滅した数字に近

い。つまり、人口減少は避けては通れない道である。最近では、人口減少に伴う地域の持

続性を確保する上で、「定住人口」を維持するために移住施策の実施や、「交流人口」を

増加させるために観光などの施策を実施する自治体が増えているが、更に地域や地域の

人々と多様に関わるものであるとした「関係人口」14という新たな取り組みも出てきてい

る。 

確かにこれらの取り組みは、安定した自治体運営を進めるためには必要なことではあ

るが、将来の人口減少問題が解消されるわけではない。まずは、実際に住む市民の「住み

やすさ」を念頭に置いた取り組みが必要である。市民が「住みやすい」「住んで良かっ

た」と感じるまちであれば、自ずと市民は増えてくるはずである。民間の調査などで、

「住みやすさ」「幸福度」「地域愛着」などをテーマに自治体間の比較が行われている

が、これらに統一して定められた指標などはなく、この比較によって自治体間の優劣がで

きるものでもない。 

今回の調査研究では「住みやすさ」をテーマに意識調査を行い、いくつかの居住地別、

居住年数別、世帯構成別のデータを得ることができた。これらのデータが各政策分野にお

いて参考とされることを期待する。 

                                                
14 地域に関わってくれる人口。(小田切2017) 
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